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第一部 【企業情報】

第１ 【企業の概況】

１ 【主要な経営指標等の推移】
連結経営指標等

回次
第70期

第１四半期連結
累計(会計)期間

第71期
第１四半期連結
累計(会計)期間

第70期

会計期間
自　平成21年１月１日
至　平成21年３月31日

自　平成22年１月１日
至　平成22年３月31日

自　平成21年１月１日
至　平成21年12月31日

売上高 (千円) 7,159,641 7,815,426 26,755,668

経常利益 (千円) 316,543 431,210 872,317

四半期(当期)純利益 (千円) 222,989 266,517 472,884

純資産額 (千円) 8,040,096 9,025,462 8,597,423

総資産額 (千円) 24,035,636 23,786,129 22,637,983

１株当たり純資産額 (円) 744.77 836.52 796.65

１株当たり四半期
(当期)純利益

(円) 20.76 24.81 44.02

潜在株式調整後
１株当たり四半期
(当期)純利益

(円) ─ ─ ─

自己資本比率 (％) 33.3 37.8 37.8

営業活動による
キャッシュ・フロー

(千円) △ 157,454 611,778 1,736,890

投資活動による
キャッシュ・フロー

(千円) 162,655 6,458 182,418

財務活動による
キャッシュ・フロー

(千円) △ 138,668 △945,230 △ 1,365,461

現金及び現金同等物の
四半期末(期末)残高

(千円) 2,326,412 2,923,384 3,183,965

従業員数 (名) 587 598 596

(注)１　売上高には、消費税等は含まれておりません。

(注)２　潜在株式調整後１株当たり四半期(当期)純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりま
　せん。

(注)３　当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指導等の推移については記載し
　ておりません。

　
２ 【事業の内容】

当第１四半期連結会計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）において営まれている事業の内容に
重要な変更はありません。また、主要な関係会社の異動については、「３  関係会社の状況」に記載しております。
　

３ 【関係会社の状況】
当第１四半期連結会計期間において、連結子会社であったクリテック九州㈱は、平成22年２月13日付で同社株式のす

べてを売却したことにより、連結の範囲から除外しております。

４ 【従業員の状況】

(1) 連結会社における状況

　 平成22年３月31日現在

従業員数(名) 598（83）

(注) １　従業員数は、就業人員であり、臨時雇用者数は（ ）内に第１四半期連結会計期間の平均人員を外数で記載して

おります。 
　

(2) 提出会社の状況

　 平成22年３月31日現在

従業員数(名) 216（52）

(注) １　従業員数は、就業人員であり、臨時雇用者数は（ ）内に第１四半期連結会計期間の平均人員を外数で記載して

おります。
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第２ 【事業の状況】

１ 【生産、受注及び販売の状況】

(1) 生産実績

当第１四半期連結会計期間における生産実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりであります。
　

事業の種類別セグメントの名称 生産高(千円) 前年同四半期比(％)

産業資材事業 1,113,365 30.1

合計 1,113,365 30.1

(注) １　上記金額は、製造原価によっております。
２　セグメント間取引については、相殺消去しております。
３　上記金額には、消費税等は含まれておりません。

　
(2) 商品仕入実績

当第１四半期連結会計期間における仕入実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりであります。
　

事業の種類別セグメントの名称 金額(千円) 前年同四半期比(％)

 産業資材事業 3,266,164 31.2

 建設資材事業 1,663,002 2.0

 スポーツ施設資材事業 126,145 △13.0

 その他事業 36,250 △16.5

合計 5,091,562 18.2

(注) １　上記金額は、実際仕入価格によっております。
　　 ２　セグメント間取引については、相殺消去しております。

３　上記の金額には、消費税等は含まれておりません。
　
(3) 受注実績

当第１四半期連結会計期間における受注実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりであります。
　

事業の種類別セグメントの名称 受注高(千円)
前年同四半期比

(％)
受注残高(千円)

前年同四半期比
(％)

産業資材事業 171,294 36.7 178,341 48.4

建設資材事業 745,855 24.0 472,836 △4.7

スポーツ施設資材事業 450,509 19.1 264,787 412.0

合計 1,367,659 23.8 915,964 37.1

(注) １　上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

　
(4) 販売実績

当第１四半期連結会計期間における販売実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりであります。

　
事業の種類別セグメントの名称 販売高(千円) 前年同四半期比(％)

 産業資材事業 5,060,163 19.8

 建設資材事業 2,213,967 0.7

 スポーツ施設資材事業 363,314 △32.2

 その他事業 177,980 △12.4

合計 7,815,426 9.2

(注) １　セグメント間取引については、相殺消去しております。

２　上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

EDINET提出書類

クリヤマ株式会社(E02979)

四半期報告書

 3/18



２ 【事業等のリスク】

当第１四半期連結会計期間において、新たに発生した事業等のリスクはありません。

また、前事業年度の有価証券報告書に記載した事業等のリスクについて重要な変更はありません。

なお、重要事象等は存在しておりません。
　

３ 【経営上の重要な契約等】

当第１四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等は行われておりません。

　

４ 【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

(1) 経営成績の分析

当第1四半期連結会計期間における世界経済は、各国の景気刺激策により生産や設備投資に持ち直しの動きが出てい

るほか、中国やインドをはじめとする新興国が経済成長を続けており、景気は緩やかに回復を続けました。わが国経済に

おいても、経済政策による個人消費回復や、輸出の増加を背景に、景気は緩やかに持ち直しているというものの、雇用環

境は厳しく、個人所得も依然低迷していることから、景気回復の実感に乏しいものとなりました。

　このような経営環境下、当社グループにつきましては、顧客の在庫調整進展と生産改善により、主に国内の量産機械用

資材事業と北米産業用ホース事業の受注環境が改善した結果、連結売上高は78億15百万円（前年同期比9.2％増）、営業

利益は４億７百万円（前年同期比57.8％増）、経常利益は４億31百万円（前年同期比36.2％増）、四半期純利益は２億

66百万円（前年同期比19.5％増）となりました。 

 事業の種類別セグメント概況は次のとおりであります。

[産業資材事業] 

　顧客の在庫調整進展による受注回復を背景に、北米での樹脂ホースの販売が改善しました。国内においては、建機顧客

の海外アジア向け生産回復により量産機械用資材の販売が改善した他、プラント用資材の販売も好調を維持しました。

これらの結果、売上高は50億60百万円（前年同期比19.8％増）となり、営業利益は５億10百万円（前年同期比116.6％

増）となりました。 

[建設資材事業] 

　公共投資予算が削減されたことから、引き続き民間投資分野に注力し、「スーパー・マテリアルズ」「Ｍブレイル」な

ど当社オリジナル商品の受注に努めてきましたが、国内民間企業の投資意欲は依然弱く、設備過剰感が依然根強いこと

から、受注環境は厳しい状況が続きました。売上高は22億13百万円（前年同期比0.7％増）となったものの、利益面につ

きましては、公共工事物件の採算性悪化と民間受注の減少、更に貸倒引当金も積みましたことにより営業利益率が低下

したことから、営業利益は72百万円（前年同期比53.0％減）となりました。

[スポーツ施設資材事業] 

　スポーツ施設の改修物件を中心に「モンドターフ」（人工芝：ＦＩＦＡ認証品）や「スーパーＸ」（全天候型舗装

材：国際陸上連盟認証品）の受注確保に努めてまいりました。しかしながら、設備投資抑制により大型受注物件が減少

したほか、競合他社との競争激化により受注が伸び悩んだことから、売上高は３億63百万円（前年同期比32.2％減）、営

業利益は20百万円（前年同期比64.4％減）となりました。 

[その他事業] 

　その他事業につきましては、主にホテル業において、ビジネス顧客の減少により販売額が減少したことから、売上高は

１億77百万円（前年同期比12.4％減）、営業損失は15百万円（前年同期は、営業損失10百万円）となりました。 

所在地別セグメントの業績を示すと、次のとおりであります。

［日本］

　建設資材事業及びスポーツ施設資材事業の売上及び営業利益は芳しくなかったものの、国内産業資材事業の受注環境

が大きく改善し、これら落ち込みをカバーしました。この結果、売上高は46億39百万円（前年同期比6.8％増）、営業利益

は３億12百万円（前年同期比9.4％増）となりました。 

[北米] 

　北米では、多種多様な樹脂ホース（吸排水用ホースや飲料用ホース等）を取り扱っていますが、北米の景気持ち直しを

背景に、受注環境は改善しました。この結果、売上高は31億５百万円（前年同期比11.1％増）となり、営業利益は２億72

百万円（前年同期比84.2％増）となりました。

［その他］

　好調な中国経済を背景に建機顧客からの受注が回復し、売上高は70百万円（前年同期比232.5％増）となったものの、

固定費が増加したことにより営業損失が11百万円（前年同期は、営業利益１百万円）となりました。

(2) 財政状態の分析

当第１四半期連結会計期間末の総資産は、前連結会計年度末に比べて5.1％増加し、237億86百万円となりました。これ
は、主に受取手形及び売掛金が12億60百万円増加したものの、現金及び預金が２億60百万円減少したことによるもので
す。 
負債合計は、前連結会計年度末に比べて5.1％増加し、147億60百万円となりました。これは、主に支払手形及び買掛金が
14億39百万円増加したものの、短期借入金が３億52万円、長期借入金が３億86百万円それぞれ減少したことによるもの
です。 
純資産合計は、前連結会計年度末に比べて5.0％増加し、90億25百万円となりました。これは、主に利益剰余金１億80百万
円、為替換算調整勘定１億70百万円それぞれ増加したことによるものです。
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 (3) キャッシュ・フローの状況

当第１四半期のキャッシュ・フローの状況 

　
当第１四半期連結会計期間末における現金及び現金同等物（以下「資金」という。）の残高は、前連結会計年度末に

比べて２億60百万円減少し、29億23百万円となりました。 
　当第１四半期連結会計期間における各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は次のとおりであります。 
（営業活動によるキャッシュ・フロー） 
　営業活動の結果、得られた資金は６億11百万円（前年同期は、１億57百万円の支出）となりました。これは主として、税
金等調整前四半期純利益４億19百万円等が要因であります。 
（投資活動によるキャッシュ・フロー） 
　投資活動の結果、得られた資金は６百万円（前年同期は、１億62百万円の収入）となりました。これは主として、連結範
囲の変更を伴う関係会社株式売却による収入14百万円等が要因であります。 
（財務活動によるキャッシュ・フロー） 
　財務活動の結果、使用した資金は９億45百万円（前年同期は、１億38百万円の支出）となりました。これは主として、長
期借入金の返済による支出４億17百万円等が要因であります。 
　
(4) 事業上及び財務上の対処すべき課題

当第１四半期連結会計期間において、当連結会社の事業上及び財務上の対処すべき課題に重要な変更及び新たに生じ

た課題はありません。

(5) 研究開発活動

当第１四半期連結会計期間の研究開発費の総額は29百万円であります。

なお、当第１四半期連結会計期間において、当社グループの研究開発活動の状況に重要な変更はありません。

　

第３ 【設備の状況】
(1) 主要な設備の状況

当第１四半期連結会計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。
　

(2) 設備の新設、除却等の計画

当第１四半期連結会計期間において、前連結会計年度末に計画した重要な設備の新設、除却等について、重要な変

更はありません。また、新たに確定した重要な設備の新設、拡充、改修、除却、売却等の計画はありません。

　

第４ 【提出会社の状況】

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 36,800,000

計 36,800,000

　

② 【発行済株式】

種類
第１四半期会計期間
末現在発行数(株)
(平成22年３月31日)

提出日現在
発行数(株)

(平成22年５月14日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 11,150,10011,150,100
東京証券取引所
市場第二部

権利内容に何ら限定のない当社
における標準となる株式であ
り、単元株式数は100株でありま
す。

計 11,150,10011,150,100― ―

　

(2) 【新株予約権等の状況】

　　　　該当事項はありません。
　

(3) 【ライツプランの内容】

　　　　該当事項はありません。
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(4) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式
総数増減数
(株)

発行済株式
総数残高
(株)

資本金増減額
(千円)

資本金残高
(千円)

資本準備金
増減額
(千円)

資本準備金
残高
(千円)

平成22年１月１日～
平成22年３月31日

─ 11,150,100 ─ 783,716 ─ 737,400

　

(5) 【大株主の状況】

  当第１四半期会計期間において、大株主の異動は把握しておりません。

　

(6) 【議決権の状況】

当第１四半期会計期間末日現在の議決権の状況については、株主名簿の記載内容が確認できず、記載することがで

きませんので、直前の基準日である平成21年12月31日の株主名簿より記載しております。

① 【発行済株式】

　 　 　 　 平成22年３月31日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等)
(自己保有株式)

― ―
普通株式 408,800

完全議決権株式(その他) 普通株式 10,734,600 107,346 ―

単元未満株式 普通株式 6,700 ― ―

発行済株式総数 11,150,100 ― ―

総株主の議決権 ― 107,346 ―

　

② 【自己株式等】

　 　 平成22年３月31日現在

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数
(株)

他人名義
所有株式数
(株)

所有株式数
の合計
(株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

（自己保有株式）
クリヤマ株式会社

大阪市淀川区西中島
１丁目12番４号

408,800 ─ 408,800 3.67

計 ― 408,800 ─ 408,800 3.67

　

２ 【株価の推移】

【当該四半期累計期間における月別最高・最低株価】

　

月別 平成22年１月 ２月 ３月

最高(円) 199 308 352

最低(円) 190 190 275

(注)　最高及び最低株価は、東京証券取引所第二部におけるものであります。

　

３ 【役員の状況】

前事業年度の有価証券報告書の提出後、当四半期報告書の提出日までにおいて、役員の異動はありません。
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第５ 【経理の状況】

１　四半期連結財務諸表の作成方法について

当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成19年内閣府令第

64号。以下「四半期連結財務諸表規則」という。)に基づいて作成しております。

　なお、前第１四半期連結累計期間(平成21年１月１日から平成21年３月31日まで)は、改正前の四半期連結財務諸表規則

に基づき、当第１四半期連結会計期間(平成22年１月１日から平成22年３月31日まで)及び当第１四半期連結累計期間

(平成22年１月１日から平成22年３月31日まで)は、改正後の四半期連結財務諸表規則に基づいて作成しております。

　

２　監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、前第１四半期連結累計期間(平成21年１月１日から平成

21年３月31日まで)に係る四半期連結財務諸表について、また当第１四半期連結会計期間(平成22年１月１日から平成22

年３月31日まで)及び当第１四半期連結累計期間(平成22年１月１日から平成22年３月31日まで)に係る四半期連結財務

諸表について、新日本有限責任監査法人により四半期レビューを受けております。
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１【四半期連結財務諸表】
(1)【四半期連結貸借対照表】

(単位：千円)

当第１四半期連結会計期間末
(平成22年３月31日)

前連結会計年度末に係る
要約連結貸借対照表
(平成21年12月31日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 3,305,384 3,565,965

受取手形及び売掛金 ※2, ※3
 6,403,768

※2, ※3
 5,143,118

商品及び製品 3,683,294 3,551,247

原材料及び貯蔵品 357,825 320,912

仕掛品 255,776 246,469

その他 549,274 529,223

貸倒引当金 △75,548 △52,145

流動資産合計 14,479,775 13,304,789

固定資産

有形固定資産

建物及び構築物（純額） ※1
 3,024,159

※1
 3,040,225

その他（純額） ※1
 2,907,868

※1
 2,946,152

有形固定資産合計 5,932,028 5,986,378

無形固定資産

のれん 74,465 86,600

その他 237,412 264,519

無形固定資産合計 311,877 351,120

投資その他の資産 ※3
 3,062,448

※3
 2,995,695

固定資産合計 9,306,354 9,333,193

資産合計 23,786,129 22,637,983

負債の部

流動負債

支払手形及び買掛金 5,460,703 4,021,533

短期借入金 2,620,394 2,973,381

1年内償還予定の社債 140,000 170,000

1年内返済予定の長期借入金 1,873,326 1,928,909

未払法人税等 128,232 33,157

賞与引当金 88,132 1,945

その他 634,126 676,572

流動負債合計 10,944,916 9,805,500

固定負債

社債 － 70,000

長期借入金 2,919,013 3,275,358

退職給付引当金 420,652 422,162

役員退職慰労引当金 221,228 209,378

負ののれん 7,794 11,831

その他 247,062 246,329

固定負債合計 3,815,751 4,235,060

負債合計 14,760,667 14,040,560
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(単位：千円)

当第１四半期連結会計期間末
(平成22年３月31日)

前連結会計年度末に係る
要約連結貸借対照表
(平成21年12月31日)

純資産の部

株主資本

資本金 783,716 783,716

資本剰余金 839,940 839,940

利益剰余金 7,894,697 7,714,110

自己株式 △124,201 △124,199

株主資本合計 9,394,152 9,213,567

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金 158,628 82,115

繰延ヘッジ損益 225 △10

為替換算調整勘定 △567,749 △738,685

評価・換算差額等合計 △408,895 △656,579

少数株主持分 40,205 40,435

純資産合計 9,025,462 8,597,423

負債純資産合計 23,786,129 22,637,983
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(2)【四半期連結損益計算書】
　【第１四半期連結累計期間】

(単位：千円)

前第１四半期連結累計期間
(自 平成21年１月１日
 至 平成21年３月31日)

当第１四半期連結累計期間
(自 平成22年１月１日
 至 平成22年３月31日)

売上高 7,159,641 7,815,426

売上原価 5,430,099 5,854,576

売上総利益 1,729,542 1,960,850

販売費及び一般管理費 ※1
 1,471,065

※1
 1,552,935

営業利益 258,476 407,914

営業外収益

受取利息 3,400 1,974

受取配当金 2,227 131

為替差益 15,979 －

負ののれん償却額 6,434 4,037

持分法による投資利益 59,255 65,090

その他 22,990 14,718

営業外収益合計 110,288 85,952

営業外費用

支払利息 44,385 31,584

為替差損 － 25,867

その他 7,837 5,204

営業外費用合計 52,222 62,656

経常利益 316,543 431,210

特別利益

子会社株式売却益 － 7,771

貸倒引当金戻入額 8,000 －

特別利益合計 8,000 7,771

特別損失

特別退職金 － 11,737

たな卸資産評価損 39,147 －

減損損失 － 7,304

特別損失合計 39,147 19,041

税金等調整前四半期純利益 285,396 419,940

法人税等 ※2
 62,444

※2
 153,653

少数株主損失（△） △37 △230

四半期純利益 222,989 266,517
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(3)【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】
(単位：千円)

前第１四半期連結累計期間
(自 平成21年１月１日
 至 平成21年３月31日)

当第１四半期連結累計期間
(自 平成22年１月１日
 至 平成22年３月31日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税金等調整前四半期純利益 285,396 419,940

減価償却費 142,944 133,490

減損損失 － 7,304

のれん償却額 13,321 12,698

負ののれん償却額 △6,434 △4,037

持分法による投資損益（△は益） △59,255 △65,090

退職給付引当金の増減額（△は減少） 10,928 1,225

貸倒引当金の増減額（△は減少） △127,429 40,483

受取利息及び受取配当金 △5,628 △2,106

支払利息 44,385 31,584

為替差損益（△は益） △3,027 220

売上債権の増減額（△は増加） 87,483 △1,317,505

たな卸資産の増減額（△は増加） 339,863 △152,018

仕入債務の増減額（△は減少） △692,904 1,493,980

その他 3,757 50,844

小計 33,399 651,013

利息及び配当金の受取額 80,002 63,099

利息の支払額 △62,053 △38,942

法人税等の支払額 △208,804 △63,391

営業活動によるキャッシュ・フロー △157,454 611,778

投資活動によるキャッシュ・フロー

定期預金の預入による支出 △5,000 △105,000

定期預金の払戻による収入 196,515 105,000

有形固定資産の取得による支出 △22,483 △2,069

有形固定資産の売却による収入 819 21,085

無形固定資産の取得による支出 △6,645 △26,525

連結の範囲の変更を伴う子会社株式の売却によ
る収入

－ 14,681

その他 △550 △713

投資活動によるキャッシュ・フロー 162,655 6,458

財務活動によるキャッシュ・フロー

短期借入金の増減額（△は減少） 482,728 △354,859

長期借入れによる収入 100,000 －

長期借入金の返済による支出 △356,964 △417,797

社債の償還による支出 △290,000 △100,000

自己株式の取得による支出 △22 △2

配当金の支払額 △74,410 △72,508

その他 － △63

財務活動によるキャッシュ・フロー △138,668 △945,230

現金及び現金同等物に係る換算差額 67,968 66,412

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △65,499 △260,580

現金及び現金同等物の期首残高 2,391,912 3,183,965

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※
 2,326,412

※
 2,923,384
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【継続企業の前提に関する事項】

当第１四半期連結会計期間(自　平成22年１月１日　至　平成22年３月31日)

該当事項はありません。

　

【四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更】

　

　
当第１四半期連結会計期間

(自　平成22年１月１日　至　平成22年３月31日)

１　連結の範囲に関する事項

の変更

(1) 連結の範囲の変更

当第１四半期連結会計期間より、全株式を売却したクリテック九州㈱を連結の

範囲から除外しております。

　 (2) 変更後の連結子会社の数

14社

２　会計処理基準に関する事

項の変更

１　完成工事高及び完成工事原価の計上基準の変更

請負工事に係る収益の計上基準については、従来、工事完成基準を適用しておりま

したが、「工事契約に関する会計基準」(企業会計基準第15号　平成19年12月27日)及

び「工事契約に関する会計基準の適用指針」(企業会計基準適用指針第18号　平成19

年12月27日)を当第１四半期連結会計期間より適用し、当第１四半期連結会計期間に

着手した工事契約から、当第１四半期連結会計期間末までの進捗部分について成果

の確実性が認められる工事については工事進行基準(工事の進捗率の見積りは原価

比例法)を、その他の工事については工事完成基準を適用しております。

　これにより、売上高は166,417千円増加し、営業利益、経常利益及び税金等調整前四

半期純利益は、それぞれ46,042千円増加しております。なお、セグメント情報に与え

る影響は、当該箇所に記載しております。

　

【簡便な会計処理】

　
当第１四半期連結会計期間

(自　平成22年１月１日　至　平成22年３月31日)

１　一般債権の貸倒見積高の算定方法

一部の連結子会社においては、当第１四半期連結会計期間末の貸倒実績率等が前連結会計年度末に算定した

ものと著しい変化がないと認められるため、前連結会計年度末の貸倒実績率等を使用して貸倒見積高を算定し

ております。

２　棚卸資産の評価方法

当第１四半期連結会計期間末における棚卸高の算出に関しては、実地棚卸を省略し前連結会計年度末に係る

実地棚卸高を基礎として合理的な方法により算出しております。なお、当第１四半期連結会計期間末における棚

卸資産の簿価切下げに関しては、収益性の低下が明らかなものについてのみ正味売却価格を見積もり、簿価切下

げを行う方法によっております。

３　固定資産の減価償却費の算定方法

一部の連結子会社においては、固定資産の年度中の取得、売却または除却等の見積りを考慮した予算に基づく

年間償却予定額を期間按分する方法によっております。

　
　

【注記事項】

(四半期連結貸借対照表関係)

当第１四半期連結会計期間末
(平成22年３月31日)

前連結会計年度末
(平成21年12月31日)

※１ 有形固定資産の減価償却累計額　 6,820,992千円※１ 有形固定資産の減価償却累計額　 6,642,939千円

※２ 手形債権流動化に伴う
　　 買戻し義務額　

224,633千円
※２ 手形債権流動化に伴う
　　 買戻し義務額　

234,652千円

※３ 資産の金額から直接控除してい
　　 る貸倒引当金の額　

　
※３ 資産の金額から直接控除してい
　　 る貸倒引当金の額　

　

　　 投資その他の資産 244,465千円　　 投資その他の資産 227,417千円
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(四半期連結損益計算書関係)

第１四半期連結累計期間

前第１四半期連結累計期間
(自　平成21年１月１日
至　平成21年３月31日)

当第１四半期連結累計期間
(自　平成22年１月１日
至　平成22年３月31日)

※１　販管費及び一般管理費の主なもの 　

　　　給与手当 477,415千円

　　　賞与引当金繰入額 62,029千円

　　　退職給付費用 20,380千円

　　　役員退職慰労引当金繰入額 7,390千円

　 　

※２　「法人税等」は、「法人税、住民税及び事業税」と

「法人税等調整額」を一括して記載しております。
 

※１　販管費及び一般管理費の主なもの

　　　給与手当 466,884千円

　　　賞与引当金繰入額 85,711千円

　　　退職給付費用 20,614千円

　　　役員退職慰労引当金繰入額 9,337千円

　　　貸倒引当金繰入額 41,349千円

※２  同左
　

　

(四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係)

前第１四半期連結累計期間
(自　平成21年１月１日
至　平成21年３月31日)

当第１四半期連結累計期間
(自　平成22年１月１日
至　平成22年３月31日)

※　現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸

借対照表に掲記されている科目の金額との関係

現金及び預金勘定 2,640,337千円

預入期間が３ヵ月を超える

定期預金
△313,924千円

現金及び現金同等物 2,326,412千円
 

※　現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸

借対照表に掲記されている科目の金額との関係

現金及び預金勘定 3,305,384千円

預入期間が３ヵ月を超える

定期預金
△382,000千円

現金及び現金同等物 2,923,384千円

 
　

(株主資本等関係)

当第１四半期連結会計期間末（平成22年３月31日）及び当第１四半期連結累計期間(自　平成22年１月１日　至　平成22

年３月31日)

１　発行済株式に関する事項

株式の種類
当第１四半期
連結会計期間末

普通株式(株) 11,150,100

　

２　自己株式に関する事項

株式の種類
当第１四半期
連結会計期間末

普通株式(株) 408,865

　

３　新株予約権等に関する事項

　該当事項はありません。
　

　４　配当に関する事項

　(1) 配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額
(千円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

平成22年３月30日
定時株主総会

普通株式 85,929 ８ 平成21年12月31日 平成22年３月31日 利益剰余金

　
　(2) 基準日が当連結会計年度の開始の日から当四半期連結会計期間末までに属する配当のうち、配当の効力発生日が

当四半期連結会計期間の末日後となるもの

　　　該当事項はありません。
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(セグメント情報)

【事業の種類別セグメント情報】

前第１四半期連結累計期間(自　平成21年１月１日　至　平成21年３月31日)

　
産業資材
事業
(千円)

建設資材
事業
(千円)

スポーツ
施設資材
事業
(千円)

その他事業
(千円)

計
(千円)

消去又は
全社
(千円)

連結
(千円)

売上高 　 　 　 　 　 　 　

　(1) 外部顧客に
　　　対する売上高

4,222,5122,198,233535,715203,1807,159,641 ─ 7,159,641

　(2) セグメント間の　　
　　 内部売上高又は
　　 振替高

35,685 2,081 ─ 23,08860,854(60,584) ―

計 4,258,1972,200,314535,715226,2687,220,496(60,584)7,159,641

営業利益又は
営業損失(△)

235,761153,39858,070△10,684436,546(178,069)258,476

(注)　1. 事業区分の方法は、内部管理上採用している区分によっております。　
2. 各区分に属する主要な製品
　　産業資材事業　　　　　・・・　　　樹脂製品、各種ホース、工業用ゴム等
　　建設資材事業　　　　　・・・　　　道路資材、港湾資材、景観土木資材、床材等
　　スポーツ施設資材事業　・・・　　　スポーツ関連施設材
　　その他事業　　　　　　・・・　　　アウトドアスポーツ用品、ホテル業、研究開発等
3. 当第１四半期連結会計期間より、「棚卸資産の評価に関する会計基準」（企業会計基準委員会　平成18年
　 ７月５日　企業会計基準第９号）を適用しております。この変更に伴い、従来の方法によった場合に比較　　
　 して、当第１四半期連結累計期間のセグメント情報に与える影響は軽微であります。 
4. 当第１四半期連結会計期間より、「連結財務諸表作成における在外子会社の会計処理に関する当面の取扱
   い」（企業会計基準委員会　平成18年５月17日　企業会計基準第18号）を適用しております。この変更に
   伴い、従来の方法によった場合に比較して、当第１四半期連結累計期間の産業資材事業の営業利益が9,426
   千円減少しております。 
5. 当社及び連結子会社は法人税法の改正を契機として、機械装置の耐用年数を改正後の耐用年数に変更して
   おります。この変更に伴い従来の方法によった場合に比較して、当第１四半期連結累計期間のセグメント
　 情報に与える影響は軽微であります。　

　

当第１四半期連結累計期間(自　平成22年１月１日　至　平成22年３月31日)

　
産業資材
事業
(千円)

建設資材
事業
(千円)

スポーツ
施設資材
事業
(千円)

その他事業
(千円)

計
(千円)

消去又は
全社
(千円)

連結
(千円)

売上高 　 　 　 　 　 　 　

　(1) 外部顧客に
　　　対する売上高

5,060,1632,213,967363,314177,9807,815,426 ─ 7,815,426

　(2) セグメント間の　　
　　 内部売上高又は
　　 振替高

40,471 ─ ─ 14,98655,457(55,457) ―

計 5,100,6342,213,967363,314192,9677,870,884(55,457)7,815,426

営業利益又は
営業損失(△)

510,57472,05820,697△15,971587,358(179,443)407,914

(注)　1. 事業区分の方法は、内部管理上採用している区分によっております。　
2. 各区分に属する主要な製品
　　産業資材事業　　　　　・・・　　　樹脂製品、各種ホース、工業用ゴム等
　　建設資材事業　　　　　・・・　　　道路資材、港湾資材、景観土木資材、床材等
　　スポーツ施設資材事業　・・・　　　スポーツ関連施設材
　　その他事業　　　　　　・・・　　　アウトドアスポーツ用品、ホテル業、研究開発等
3. 「四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更」２に記載のとおり、当第１四半期連
 　結会計期間より「工事契約に関する会計基準」(企業会計基準第15号　平成19年12月27日)及び「工事契約
　 に関する会計基準の適用指針」(企業会計基準適用指針第18号　平成19年12月27日)を適用しております。
　 この変更に伴い、従来の方法によった場合に比較して、当第１四半期連結累計期間の売上高は、産業資材
　 事業が18,271千円、建設資材事業が77,295千円、スポーツ施設資材事業が70,851千円増加し、営業利益は
　 産業資材事業が7,779千円、建設資材事業が21,532千円、スポーツ施設資材事業が16,729千円増加してお
　 ります。
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【所在地別セグメント情報】

前第１四半期連結累計期間(自　平成21年１月１日　至　平成21年３月31日)

　

　
日本
(千円)

北米　
(千円)

その他
(千円)

計
(千円)

消去又は全社
(千円)

連結
(千円)

売上高 　 　 　 　 　 　

　(1) 外部顧客に
　　　対する売上高

4,343,8122,794,49521,3337,159,641 ― 7,159,641

　(2) セグメント間の内部
　　　売上高又は振替高

55,180 269 14,642 70,092(70,092) ―

計 4,398,9932,794,76435,9767,229,734(70,092)7,159,641

営業利益 285,964148,162 1,481 435,608(177,131)258,476

(注)　1. 国又は地域の区分は、地理的近接度によっております。　
2. 本邦以外の区分に属する地域の内訳は次のとおりであります。
　　北米　　・・・　　　米国、カナダ、メキシコ
　　その他　・・・　　　中国

3. 当第１四半期連結会計期間より、「棚卸資産の評価に関する会計基準」（企業会計基準委員会　平成18年

　 ７月５日　企業会計基準第９号）を適用しております。この変更に伴い、従来の方法によった場合に比較 

   して、当第１四半期連結累計期間のセグメント情報に与える影響は軽微であります。 

4. 当第１四半期連結会計期間より、「連結財務諸表作成における在外子会社の会計処理に関する当面の取扱

   い」（企業会計基準委員会　平成18年５月17日　企業会計基準第18号）を適用しております。この変更に

   伴い、従来の方法によった場合に比較して、当第１四半期連結累計期間の北米の営業利益が9,426千円減少

   しております。 

5. 当社及び連結子会社は法人税法の改正を契機として、当第１四半期連結会計期間より、機械装置の耐用年

   数を改正後の耐用年数に変更しております。なお、この変更に伴い従来の方法によった場合に比較して、当

 　第１四半期連結累計期間のセグメント情報に与える影響は軽微であります。　　

　

当第１四半期連結累計期間(自　平成22年１月１日　至　平成22年３月31日)

　

　
日本
(千円)

北米　
(千円)

その他
(千円)

計
(千円)

消去又は全社
(千円)

連結
(千円)

売上高 　 　 　 　 　 　

　(1) 外部顧客に
　　　対する売上高

4,639,3613,105,12670,9387,815,426 ― 7,815,426

　(2) セグメント間の内部
　　　売上高又は振替高

107,592 1,091 6,541 115,225(115,225) ―

計 4,746,9543,106,21877,4807,930,652(115,225)7,815,426

営業利益又は
営業損失（△）

312,979272,948△11,767574,160(166,245)407,914

(注)　1. 国又は地域の区分は、地理的近接度によっております。　
2. 本邦以外の区分に属する地域の内訳は次のとおりであります。
　　北米　　・・・　　　米国、カナダ、メキシコ
　　その他　・・・　　　中国

3. 「四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更」２に記載のとおり、当第１四半期連

   結会計期間より「工事契約に関する会計基準」(企業会計基準第15号　平成19年12月27日)及び「工事契約

   に関する会計基準の適用指針」(企業会計基準適用指針第18号　平成19年12月27日)を適用しております。

   この変更に伴い、従来の方法によった場合に比較して、当第１四半期連結累計期間の日本の売上高が

　 166,417千円増加し、営業利益が46,042千円増加しております。 　　
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【海外売上高】

前第１四半期連結累計期間(自　平成21年１月１日　至　平成21年３月31日)

　

　 北米 その他 計

Ⅰ　海外売上高(千円) 2,699,217147,5742,846,791

Ⅱ　連結売上高(千円) ― ― 7,159,641

Ⅲ　連結売上高に占める
　　海外売上高の割合(％)

37.7 2.1 39.8

(注)　1.　国又は地域の区分は、地理的近接度によっております。
 2.  本邦以外の区分に属する主な国又は地域の内訳は、次のとおりであります。
　　(1)　北米　　・・・　　　米国・カナダ他
(2)　その他　・・・　　　中国・オーストラリア・シンガポール・イギリス他

 3.  海外売上高は、当社及び連結子会社の本邦以外の国又は地域における売上高であります。
　

当第１四半期連結累計期間(自　平成22年１月１日　至　平成22年３月31日)

　

　 北米 その他 計

Ⅰ　海外売上高(千円) 2,995,417313,9713,309,389

Ⅱ　連結売上高(千円) ― ― 7,815,426

Ⅲ　連結売上高に占める
　　海外売上高の割合(％)

38.3 4.0 42.3

(注)　1.　国又は地域の区分は、地理的近接度によっております。
 2.  本邦以外の区分に属する主な国又は地域の内訳は、次のとおりであります。
　　(1)　北米　　・・・　　　米国・カナダ他
(2)　その他　・・・　　　中国・オーストラリア・シンガポール・イギリス他

 3.  海外売上高は、当社及び連結子会社の本邦以外の国又は地域における売上高であります。
　

(１株当たり情報)

１　１株当たり純資産額

　
当第１四半期連結会計期間末
(平成22年３月31日)

前連結会計年度末
(平成21年12月31日)

　 836.52円
　

　 796.65円
　

　
２　１株当たり四半期純利益及び潜在株式調整後１株当たり四半期純利益

　
前第１四半期連結累計期間
(自　平成21年１月１日
至　平成21年３月31日)

当第１四半期連結累計期間
(自　平成22年１月１日
至　平成22年３月31日)

１株当たり四半期純利益 20.76円

潜在株式調整後１株当たり四半期純利益 ─ 円
　

１株当たり四半期純利益 24.81円

潜在株式調整後１株当たり四半期純利益 ─ 円
　

（注）　1.　潜在株式調整後１株当たり四半期純利益については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。
　 2.　１株当たり四半期純利益の算定上の基礎は、以下のとおりであります。

項目
前第１四半期連結累計期間
(自　平成21年１月１日
至　平成21年３月31日)

当第１四半期連結累計期間
(自　平成22年１月１日
至　平成22年３月31日)

四半期連結損益計算書上の四半期純利益(千円) 222,989 266,517

普通株式に係る四半期純利益(千円) 222,989 266,517

普通株主に帰属しない金額(千円) ─ ─

普通株式の期中平均株式数(千株) 10,741 10,741,242

　

(重要な後発事象)

該当事項はありません。

　
２【その他】

 該当事項はありません。

　

第二部 【提出会社の保証会社等の情報】
該当事項はありません。
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独立監査人の四半期レビュー報告書

　

平成21年５月13日

クリヤマ株式会社

取締役会　御中

　

新日本有限責任監査法人

　

指定有限責任社員
業務執行社員

　 公認会計士　　岡本　　髙郎　　印

　

指定有限責任社員
業務執行社員

　 公認会計士　　和田林　一毅　　印

　

　

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられているクリ

ヤマ株式会社の平成21年１月１日から平成21年12月31日までの連結会計年度の第１四半期連結累計期間(平

成21年１月１日から平成21年３月31日まで)に係る四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四

半期連結損益計算書及び四半期連結キャッシュ・フロー計算書について四半期レビューを行った。この四半

期連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から四半期連結財務諸表に対す

る結論を表明することにある。

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レ

ビューを行った。四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対し

て実施される質問、分析的手続その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正

妥当と認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行わ

れた。

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正

妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、クリヤマ株式会社及び連結子会社の平成21年

３月31日現在の財政状態並びに同日をもって終了する第１四半期連結累計期間の経営成績及びキャッシュ・

フローの状況を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかった。

　

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

　

以　上

　
 

(注) １　上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(四半期報告

書提出会社)が別途保管しております。

２　四半期連結財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれていません。
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独立監査人の四半期レビュー報告書

　

平成22年５月13日

クリヤマ株式会社

取締役会　御中

　

新日本有限責任監査法人

　

指定有限責任社員
業務執行社員

　 公認会計士　　岡本　　髙郎　　印

　

指定有限責任社員
業務執行社員

　 公認会計士　　和田林　一毅　　印

　

　

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられているクリ

ヤマ株式会社の平成22年１月１日から平成22年12月31日までの連結会計年度の第１四半期連結会計期間（平

成22年１月１日から平成22年３月31日まで)及び第１四半期連結累計期間(平成22年１月１日から平成22年３

月31日まで)に係る四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書及び四半期

連結キャッシュ・フロー計算書について四半期レビューを行った。この四半期連結財務諸表の作成責任は経

営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から四半期連結財務諸表に対する結論を表明することにある。

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レ

ビューを行った。四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対し

て実施される質問、分析的手続その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正

妥当と認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行わ

れた。

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正

妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、クリヤマ株式会社及び連結子会社の平成22年

３月31日現在の財政状態並びに同日をもって終了する第１四半期連結累計期間の経営成績及びキャッシュ・

フローの状況を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかった。

　

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

　

以　上

　
 

(注) １　上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(四半期報告

書提出会社)が別途保管しております。

２　四半期連結財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれていません。
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